
 
 

 

 

         ３   財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

 

１ 重要な会計方針 

⑴ 固定資産の減価償却の方法 

① 自己所有の固定資産 

定額法によっている。 

② 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。 

③ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

 ⑵ 引当金の計上基準 

   賞与引当金  …… 期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、翌期支給見込額の

うち当期に帰属する金額を計上する。 

退職給付引当金…… 期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上する。 

修繕引当金  …… 機械設備等を緊急に修繕することに対応するため、翌期支出見

込額のうち当期に帰属する金額を計上する。 

 ⑶ リース取引の処理方法 

① 所有権移転ファイナンス・リース取引及び所有権移転外ファイナンス・リース取引 

売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

② リース契約１件当たりのリース料総額が 300万円以下のリース取引 

  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 ⑷ 消費税等の会計処理 

   税込方式によっている。 

 

２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

    基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。      （単位：円） 

科     目 前期末残高       当期増加額       当期減少額       当期末残高       

基本財産 

定期預金 

 

79,000,000 

 

0 

 

0 

 

79,000,000 

小  計 79,000,000 0 0 79,000,000 

特定資産 

  退職給付引当資産  

 

9,351,974 

 

1,405,599   

 

0 

 

10,757,573 

小  計 9,351,974 1,405,599 0 10,757,573 

合  計 88,351,974 1,405,599 0 89,757,573 

 
３ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。         （単位：円） 

科     目 当期末残高 
（うち指定正味財産

からの充当額） 

（うち一般正味財産

からの充当額） 
（うち負債に対応する額） 

基本財産 

定期預金 

 

79,000,000 

 

（79,000,000）   

           

（0） 

 

－ 

小  計 79,000,000 （79,000,000） （0） － 

特定資産 

  退職給付引当資産 

   

10,757,573 （0）   （0） （10,757,573） 

小  計 10,757,573 （0） （0） （10,757,573） 

合  計 89,757,573 （79,000,000） （0） （10,757,573） 

 



 
 

 

 

４ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。   

                          （単位：円） 

科     目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高       

什 器 備 品 

ソフトウェア 

174,570,372 

1,511,180 

135,474,783 

302,236 

39,095,589 

1,208,944 

合  計 176,081,552 135,777,019 40,304,533 

 
 
 

４ 附 属 明 細 書 
 

１ 基本財産及び特定資産の明細 

  財務諸表に対する注記に記載している。 

 

２ 引当金の明細                               （単位：円） 

科     目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

退職給付引当金 9,351,974 1,405,599 0 0 10,757,573 

賞与引当金 9,316,000 10,344,000   9,316,000 0           10,344,000 

修繕引当金 267,435,931 216,148,186   267,435,931 0           216,148,186 

 

 


